
（ ）

当初予算＋補正予算に対する
執行額の割合（％）

146% 77% 62%

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
ベンチャー白書2018（一般財団法人ベンチャーエンタープライズセンター）

一般会計

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

総務省設置法第4条第1項第69号

主要政策・施策

291

本事業による助成終了後、１
年以内に新事業の創出を目
指し民間資金の呼び込みを
することが出来たプロジェク
トの割合が70％以上

実施方法

28年度

％

ICTイノベーション創出チャレンジプログラム 担当部局庁 国際戦略局 作成責任者

事業開始年度

委託・請負、補助

担当課室 技術政策課 課長　松井　俊弘

事業名

会計区分

31年度

-

翌年度へ繰越し -

計

30年度

その他の事項経費

-

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

32年度要求

予算
の状
況

29年度

ＩＣＴ分野における我が国発のイノベーションを創出するため、ベンチャー企業、大学等による新技術を用いた事業化を支援する。（常時応募可能とし、補助率は民
間団体等2/3、大学等の公益法人等10/10とする。）

- -

250

- -

- -

新事業の創出を目指し、民
間資金を呼び込むことが出
来た又は見込みがあるプロ
ジェクトの割合

-補正予算

予備費等

当初予算

中間目標
定量的な成果目標

255

--

366

-

平成２６年度
事業終了

（予定）年度
平成３１年度

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

情報通信分野における民間の事業化ノウハウ等の活用による研究開発支援と事業育成支援を一体的に推進することにより、研究開発成果の具現化を促進し、新
事業の創出に資することを目的とする。

前年度から繰越し 188 -

成果実績

目標値

成果指標 単位

％
成果目標及び
成果実績

（アウトカム） ％

平成３１年度行政事業レビューシート 総務省

執行額

438 291 255 101.4 0

224 158

執行率（％） 84% 77% 62%

-

70

-

未来投資戦略2018（平成30年6月15日閣議決定）
統合イノベーション戦略（平成30年6月15日閣議決定）
情報通信審議会中間答申「新たな情報通信技術戦略の在り方」
（平成27年7月28日）

28年度 29年度 30年度
目標最終年度

140 140

70

100 -

70

- -

-

-

- -

101.4 -

関係する
計画、通知等

達成度

100

-

70

年度 年度31

0

31年度当初予算

69.9

17

13.8

0.4

0.2

0.1

101.4

-

-

-

事業番号 　 0054

科学技術・イノベーション

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

先進的情報通信技術実用化
支援事業費補助金

情報通信技術研究開発委託
費

情報通信技術研究開発調査
費

諸謝金

職員旅費

その他

計

平成31・32年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由32年度要求

-

-

0

※平成３１年以降の表記は、新元号に読み替えることとする。



政
策
評
価

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
と
の
関
係

31年度
活動見込

32年度
活動見込

-

3

-

-

-

90

目標最終年度

90 -90 90

-

-

目標値

中間目標

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

件

計算式 百万円/件

単位
活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標

10 8 4

28年度 29年度 30年度

活動実績

30年度

百万円

計画開始時

　　　　　　　　　　　　　支援課題件数

30年度 31年度

39.5

-

件

224/8 101/3

31年度活動見込

36.6 28

-

年度

- -

目標値 ％

-

本事業の成果と取組事項・KPIとの関係

- -
K
P
I

(

第
一
階
層

）
-

成果実績

- -

単位

29年度 30年度

-

単位

執行額／支援課題件数

単位当たり
コスト

-

-

-

年度 年度

-

-

-

8 8 8

366/10

29年度

158/4

取組
事項

分野： - -

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

情報通信分野における研究開発支援と事業化育成支援を一体的に推進し、革新的な技術シーズ・アイデアを活かした事業化等への支援を促進することに
より、我が国発のイノベーションの促進や、新たな事業やサービスの創出に資することとなるため、我が国の国際競争力の強化や安全・安心な社会の実現
に向けたICTの研究開発の推進に寄与する。

-

- 30
定量的指標

91

ＫＰＩ
（第一階層）

-

年度年度

33.7

中間目標 目標年度

28年度

28年度

実績値 ％ 94

単位

研究開発課題の終了時における外部専門家による評価に
おいて、当初の見込みどおりかそれを上回る成果があった
と判定された課題の割合
　＜アウトプット指標＞

施策 １．情報通信技術の研究開発・標準化の推進

政策 Ⅴ．情報通信（ICT政策）

測
定
指
標

-

達成度 ％ -

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

30年度 31年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度

-

成果実績 - - - - - -

目標値 - - - - - -

達成度 ％ - - - - -

新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
改
革
工
程
表
 
2
0
1
8



-

事業番号 事業名所管府省名

○

-

リスクとリターンが明確でない段階の技術成果の具現化に対す
る支援は民間では難しいが、ICT分野において我が国発のイノ
ベーションを持続的に創出し、経済再生のエンジンとなるベン
チャー企業の活動を活性化するため、国が実施することが必要
である。また、ベンチャー企業等と最適な事業化支援機関（ベン
チャーキャピタル、コンサルティングカンパニー等）とのマッチン
グを全国的に行う本事業は地方自治体による実施は困難であ
る。

○

評　価項　　目

ベンチャー企業が新事業の創出に向けた取組を進める際に、
ビジネスモデルの実証等を行うための資金不足等の障壁に直
面することとなり、事業化のための資金やノウハウの獲得が困
難であることから、科学技術イノベーション総合戦略等におい
て、民間資金の呼び水となる国の施策が必要とされている。平
成30年度においては5件程度の新規採択を予定したところ26件
の応募があるなど、十分なニーズが見られる。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

評価プロセスの厳密な運用を行い、国費による支援を真に必要とする案件への支援に努める。
その上で、交付決定を行った補助金については、補助事業者による事業の進捗状況を把握し、交付決定額と確定額の一致に引き続き努める。

平成30年度に交付決定を行った補助金について、補助事業者による事業の進捗状況を随時把握し、効率的な予算執行に努めた。また、一件当たり
のコストの低減化を図ることにより、事業全体としてより広い効果が得られるよう、適正な予算執行に努めた。
平成29年度の秋の年次公開検証（秋のレビュー）における指摘事項を踏まえ、事業化支援機関（ベンチャーキャピタル等）に対する補助の廃止及びベ
ンチャー企業等に対する補助上限額の削減を行った。

○

‐

-

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

-

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的あ
るいは低コストで実施できているか。

本事業によらなくても、民間機関が自ら資金提供を行う等の姿
勢を示した場合は、その方向での支援を勧めるなど、より低廉
なコストで同等以上の効果を上げるよう取り組んでいる。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役割
分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

‐

支援先（補助金交付先）の選定においては、年度を通して広く
公募を行い、外部有識者による評価により、支援すべき優れた
課題の選定を行うこととし、競争性を確保している。
業務支援機関及び不正等監視機関の委託先選定においても、
企画競争を行わせ、外部有識者の評価により、優れた企画を
提出した機関を委託先として採択している。
支援先の経費執行管理業務に係る請負先選定において、一般
競争を行ったところ、応札者が一者のみとなった。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

○

有

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

我が国の経済成長及び国際競争力の強化は喫緊の課題であ
る。ICT分野の研究開発型ベンチャー企業等が取り組むビジネ
スモデル実証フェーズの研究開発への支援は、民間のリスクマ
ネー供給に不可欠な事業化リスク及び実現可能性の整理を有
効であることから、本事業の優先度は高い。

PoCの実施に必要なコストとして妥当である。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一者
応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

民間の事業育成ノウハウを活用して研究開発と事業育成を一
体的に推進するとともに、監査法人を活用した経費執行管理業
務によるコストの削減・効率化に係る指導に努めている。

成果実績は成果目標に見合ったものとなっている。

○

支援期間中を通じて監査法人による経費執行管理を行うととも
に、支払額の確定時には当該監査法人が経理検査を実施して
おり、事業目的に即し真に必要なものに限定されている。

改善の
方向性

‐

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

関
連
事
業

○

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

目標に見合う課題数に対して支援を行っている。

○

点
検
・
改
善
結
果

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

支援先に対しては、事業目的に即し真に必要なものに限定して
支払いを行うとともに、年度を通して提案を公募し支援先を決定
しているところ、優れた提案が年度の後半に集中すると不用率
が大きくなることがある。また、優れた提案が少なく年間の支援
想定件数を下回ると不用率が大きくなることがある。
平成30年度は、年度の後半に新たな支援先を選定したこと及
び年間の支援想定件数を下回ったことにより不用率が大きく
なった。

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い事業
か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

無

○

点検結果

ベンチャー企業等が技術シーズの事業化に必要な民間資金の
呼び込みを行うため行うプロトタイプの試作・実証試験等のコン
セプト検証（PoC）に係る経費の一部を支援するものである。企
業に対する補助率は2/3となっており、相応の民間負担を求め
ている。

国
費
投
入
の
必
要
性

事業所管部局による点検・改善

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐



( )

※平成30年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

アウトカム及びアウトプット指標に基づくと、概ね順調に推移していると評価できる。また、秋レビューの指摘に基づく対応も着実に行われている。引き続き、、国費による
支援を真に必要とする案件への支援に努めていただきたい。

本年度においても、国費による支援を真に必要とする案件への支援に努めて参りたい。また、予算執行においては、更なる経費の効率化を図り、適正に
執行するよう努めて参りたい。

関連する過去のレビューシートの事業番号

予
定
通
り

終
了

平成３１年度をもって事業終了。更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に努めること。

行政事業レビュー推進チームの所見

外部有識者の所見

備考

平成29年秋の年次公開検証（秋のレビュー）における本事業に対する指摘及び対応状況の概要
○レビューシート番号：0058、事業名：「ICTイノベーション創出チャレンジプログラム」
○主な指摘事項
「ICTイノベーション創出チャレンジプログラム」については、本事業のような「死の谷」に対する支援は、本来、技術の目利きとリスクを取るという専門性を有し、ビジネスと
しているベンチャーキャピタルにとっては投資リスクを軽減する効果を生むことから、自己責任での投資より補助金を選ぶというモラルハザードが起きる可能性が極めて
大きく、安易に資金をばらまいてしまっている懸念がある。以上の理由から、事業実施の必要性について、事業の廃止を含め抜本的に見直す必要がある。
○対応状況の概要
対応方針・スケジュールに基づく以下の見直しを行い、平成30年度の事業を実施。
①本事業の補助金交付要綱を改正し、事業化支援機関（ベンチャーキャピタル等）に対する補助を廃止した。
②同じく補助金交付要綱を改正し、ベンチャー企業に対する補助上限額を１億円から7,000万円に削減した。
③また、モラルハザードを防ぐため、以下のとおり評価プロセスの厳密な運用を実施している。
・　出資関係等のあるベンチャー企業と事業化支援機関が共同申請者であることが判明した場合、採択事業を中止する旨事業化支援機関の募集要領に明示。機会ある
ごとにこの旨を周知徹底。
・　採択評価に際し、民間資金のみでなく国費による支援を必要とする理由を申請書に明記させ、採択評価を実施。
（平成31年度概算要求での改善状況）
事業化支援機関に対する補助は引き続き対象としていない。

終
了
予
定

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

平成29年度 0058

- 平成25年度 新26-0011

平成26年度 新26-0008 平成27年度 0067 平成28年度 0060

平成22年度 - 平成23年度 - 平成24年度

平成30年度 総務省 0053

※小数点第２位以下四捨五入のため、合計額は一致しない。

総務省

１５８．２百万円

【随意契約（企画競争）】

Ａ．民間企業

（２法人）

２７．５百万円

【一般競争契約（最低価格）】

Ｂ．民間企業

（１法人）

４．４百万円

【補助金等交付】

Ｃ．研究開発機関

（４法人）

１２４．７百万円

【随意契約（少額）】

Ｄ．民間企業

（１法人）

０．６百万円

業務支援機関及び

不正等監視機関の

委託

経費執行管理業務

の請負

先進的情報通信技

術実用化支援事業
業務支援機関及び

不正等監視機関に

係る経理検査業務

の請負



　

支出先上位１０者リスト

A.

B

C

D

チェック

チェック

監査法人ブレイン
ワーク

9010005005687

平成30年度ICTイノベーショ
ン創出チャレンジプログラム
の業務支援機関及び不正等
監視機関に係る経理検査業
務の請負

0.6
随意契約
（少額）

1 100％ -

炎重工株式会社 3400001013081
平成30年度先進的情報通信
技術実用化支援事業費補助
金

15.2 補助金等交付 - - -

株式会社AWAKENS 3011001116211
平成30年度先進的情報通信
技術実用化支援事業費補助
金

36.4 補助金等交付 - - -

株式会社Splink 4010001180836
平成30年度先進的情報通信
技術実用化支援事業費補助
金

28.9 補助金等交付 - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

三菱UFJリサーチ＆コ
ンサルティング株式会
社

PwCあらた有限責任
監査法人

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

4.4

A.三菱UFJリサーチ＆コンサルティング株式会社

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックごと
に最大の金額が支
出されている者に
ついて記載する。
費目と使途の双方
で実情が分かるよ

うに記載）
0.6

金　額
(百万円）

平成30年度ICTイノベーション創出チャレンジ
プログラムに係る経費執行管理業務の請負

使　途

委託費

B.PwCあらた有限責任監査法人
金　額

(百万円）

21.6

費　目 使　途

計 21.6 計 4.4

補助金
平成30年度先進的情報通信技術実用化支援
事業費補助金

44.2 調査費
平成30年度ICTイノベーション創出チャレンジ
プログラムの業務支援機関及び不正等監視
機関に係る経理検査業務の請負

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

調査費
平成30年度ICTイノベーション創出チャレンジ
プログラムに係る業務支援機関の委託

費　目

C.ジェネクスト株式会社 D.監査法人ブレインワーク

費　目 使　途

計 44.2 計 0.6

2 90.2％

1

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

随意契約
（企画競争）

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

2

2 99.8％

法　人　番　号

8010005011876

3010401011971 21.6

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-

-

平成30年度ICTイノベーショ
ン創出チャレンジプログラム
に係る業務支援機関の実施
の委託

平成30年度ICTイノベーショ
ン創出チャレンジプログラム
に係る不正等監視機関の実
施の委託

87.7％1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

PwCあらた有限責任
監査法人

8010005011876

平成30年度ＩＣＴイノベーショ
ン創出チャレンジプログラム
に係る経費執行管理業務の
請負

4.4
一般競争契約
（最低価格）

1 -

3

4

1

2

ジェネクスト株式会社 8010001126439
平成30年度先進的情報通信
技術実用化支援事業費補助
金

44.2 補助金等交付 - - -

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

6
随意契約

（企画競争）
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